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(54)【発明の名称】 液晶表示装置

(57)【要約】
【課題】  光配向法又はイオンビーム配向法によって３
°以上のハイプレチルト角を実現し、ラビング法と同等
以上の光学特性を有する液晶表示装置を得る。
【解決手段】  基板上（ＴＦＴ基板３、ＣＲ基板４）に
配向膜２を形成し、該配向膜２に光配向処理又はイオン
ビーム配向処理を施す工程を含む液晶表示装置の製造方
法であって、配向膜２として光架橋型ポリイミド系又は
光架橋型ポリビニルシンナメート系材料からなる配向膜
２を形成し、光の照射角θを配向膜２の法線方向から１
５°以内とし、２段階照射するか、あるいは配向膜２と
して可溶性ポリイミド又はポリアミック酸からなる配向
膜２を形成し、イオンビームの照射角を配向膜２の法線
方向から４０°以内とする。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】  基板上に配向膜を形成し、該配向膜に配
向処理として光照射する工程を含む液晶表示装置の製造
方法であって、配向膜として光架橋型ポリイミド系又は
光架橋型ポリビニルシンナメート系材料からなる配向膜
を形成し、光の照射角を配向膜の法線方向から１５°以
内とし、２段階照射することを特徴とする液晶表示装置
の製造方法。
【請求項２】  基板上に配向膜を形成し、該配向膜に配
向処理としてイオンビーム照射する工程を含む液晶表示
装置の製造方法であって、配向膜として可溶性ポリイミ
ド系又はポリアミック酸系材料からなる配向膜を形成
し、イオンビームの照射角を配向膜の法線方向から４０
°以内とすることを特徴とする液晶表示装置の製造方
法。
【請求項３】  低温ポリシリコンＴＦＴ基板上に配向膜
を形成する請求項１又は２記載の液晶表示装置の製造方
法。
【請求項４】  高温ポリシリコンＴＦＴ基板上に配向膜
を形成する請求項１又は２記載の液晶表示装置の製造方
法。
【請求項５】  請求項１から４のいずれかに記載の製造
方法により得られた液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は、光照射又はイオン
ビーム照射によりハイプレチルト角の配向膜を形成する
技術に関する。
【０００２】
【従来の技術】液晶表示装置の製造工程において、配向
膜に施す配向処理方法としては、ラビング法が広く用い
られている。
【０００３】ラビング法は、ポリイミド等からなる配向
膜の表面をバフ（布）材で擦り、液晶を配向させる方法
であり、配向の程度をバフ材の押し込み圧、移動速度、
回転速度等により制御する。しかしながら、ラビングが
不十分であると、液晶の配向が弱く、ディスクリネーシ
ョン等が発生し、反対にラビングを過度に行うと、配向
膜の剥がれやラビングキズ等が発生する。
【０００４】また、バフ材は、ラビングショット数が所
定数を超えると消耗し、液晶の配向が不十分となるの
で、バフ材には定期的な貼替え管理が必要であり、ま
た、バフ材中のゴミの管理も必要である。
【０００５】さらに、ラビング法には、近年のギャップ
コントロール技術であるＯＣＳ（OnChip Spacer）に適
合しにくいという問題もある。即ち、セルギャップの均
一性を維持するため、例えば、感光性樹脂をリソグラフ
ィで柱状に形成したＯＣＳが基板上に設けられるが、ラ
ビング法でこのＯＣＳを倒すことなく配向処理すると、
ＯＣＳの陰の部分にバフ材のあたりの不十分なところが
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でき、その部分が配向不良となり、光抜けする等の問題
が生じる。反対に過度にラビングを行うとＯＣＳが倒
れ、スジが発生するという問題が生じる。
【０００６】そこで、ラビング法に代わる、非接触の配
向処理方法として、配向膜に光を照射する光配向法ある
いはイオンビームを照射するイオンビーム配向法が検討
されている。
【０００７】ところで、液晶表示装置のＴＦＴ基板とし
ては、従前の高温ポリシリコンＴＦＴではなく、低温ポ
リシリコンＴＦＴを用いる技術が開発されている。低温
ポリシリコンＴＦＴは、６００℃以下の低温プロセスで
ガラス基板にポリシリコン膜を形成することによりＴＦ
Ｔを形成するもので、大画面の大型液晶表示装置への展
開が期待されている。しかしながら、低温ポリシリコン
ＴＦＴを大型液晶表示装置に適用するためには、視野角
の拡大が必要となる。
【０００８】視野角の拡大のためには、一般に、ＷＶ(w
ide view)フィルムが使用される。また、(1)ＩＰＳ(In 
Plane Switching)：ＴＦＴ基板に櫛形電極を設け、ＴＦ
Ｔ基板のみで水平配向の液晶を駆動する方式、(2)ＭＶ
Ａ(Multi-domain VerticalAlignment)：画素内に突起を
設け、それを境にして、垂直配向した液晶の配向方向を
２分割し、広視野角化する方式、(3)シャープ社のＡＳ
Ｖ(Advanced Super View)：水平配向パネルをプレチル
ト角の異なる２領域に分け、光学補償フィルムを設けて
視野角を改善する方式、がある。
【０００９】しかしながら、上述の(1)～(3)の方式によ
ると、ラビング処理を行う従前のＴＮ型液晶パネルの製
造ラインをそのまま利用することができず、設計、プロ
セス、液晶材料等の変更が必要となる。これに対して、
光配向法あるいはイオンビーム配向法によると、従前の
ＴＮ型液晶パネルの製造ラインをそのまま利用できる。
したがって、この点でも光配向法あるいはイオンビーム
配向法の有用性が高まっている。
【００１０】ここで、光配向法やイオンビーム配向法の
利点をまとめると次のようになる。
【００１１】
①配向異常、ダスト、バフかす、静電破壊等の問題がな
い
②煩雑な管理工程が不要である
③分割配向が容易で、広視野角化が可能である
④段差の大きい基板の配向が可能である
【００１２】
【発明が解決しようとする課題】しかしながら、光配向
法やイオンビーム配向法で達成できるプレチルト角は、
ラビング法で得られるプレチルト角よりも相当に小さ
く、３°以上のハイプレチルト角を実現することは難し
い。このため、横電界ドメイン、即ちリバースチルトド
メインが発生し、コントラストが低下し、高画質のディ
スプレイを得ることが困難になっている。
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【００１３】そこで、本発明は、光配向法又はイオンビ
ーム配向法によって３°以上のハイプレチルト角を実現
し、ラビング法と同等以上の光学特性を有する液晶表示
装置を得ることを目的とする。
【００１４】
【課題を解決するための手段】本発明者らは、光配向法
又はイオンビーム配向法によってハイプレチルト角を実
現するためには、特定の配向膜材料を使用し、光照射又
はイオンビーム照射を特定の照射角度で行うことが重要
であることを見出した。
【００１５】即ち、本発明は、基板上に配向膜を形成
し、該配向膜に配向処理として光照射する工程を含む液
晶表示装置の製造方法であって、配向膜として光架橋型
ポリイミド系又は光架橋型ポリビニルシンナメート系材
料からなる配向膜を形成し、光の照射角を配向膜の法線
方向から１５°以内とし、２段階照射することを特徴と
する液晶表示装置の製造方法を提供し、さらにこの方法
で得られる液晶表示装置を提供する。
【００１６】また、本発明は、基板上に配向膜を形成
し、該配向膜に配向処理としてイオンビーム照射する工
程を含む液晶表示装置の製造方法であって、配向膜とし
て可溶性ポリイミド系又はポリアミック酸系材料からな
る配向膜を形成し、イオンビームの照射角を配向膜の法
線方向から４０°以内とすることを特徴とする液晶表示
装置の製造方法を提供し、さらにこの方法で得られる液
晶表示装置を提供する。
【００１７】
【発明の実施の形態】以下、図面を参照しつつ、本発明
を詳細に説明する。なお、各図中、同一符号は同一又は
同等の構成要素を表している。
【００１８】本発明の液晶表示装置の製造方法は、基板
上の配向膜を光配向法又はイオンビーム配向法で形成す
るにあたり、光配向法で形成する場合には、配向膜とし
て光架橋型ポリイミド系又は光架橋型ポリビニルシンナ
メート系材料からなる配向膜を形成し、かつ、図１
（ａ）のように、照射する光Ｌの照射角θを基板１上の
配向膜２の法線方向から１５°以内とし、２段階照射す
ることを特徴とする。
【００１９】ここで、光架橋型ポリイミド系材料として
は、例えば、ＵＳＰ５７３１４０５号公報等に記載され
ている構造のものを使用でき、また光架橋型ポリビニル
シンナメート系材料としては特開平７－１０４３０２号
公報等に記載されているもの等を使用することができ
る。
【００２０】このように特定の配向膜材料からなる配向
膜を使用し、かつ、光の照射角を１５°以内、好ましく
は７～１１°とすることにより、従来の光配向法で得ら
れるプレチルト角に比して著しく大きく、ラビング法で
得られるプレチルト角と同程度以上のプレチルト角、よ
り具体的には４°以上さらには８°以上のプレチルト角
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を達成することができる。
【００２１】光照射は公知の光配向法と同様に、第１段
階で液晶分子の配向を制御するために光照射し（図１
（ａ））、第２段階でプレチルト角の形成のために基板
１を９０°回転させて光照射する（図１（ｂ））という
２段階照射を行うが、本発明においては、この２段階の
光照射のいずれも照射角θを１５°以内とする。
【００２２】また、照射する光は、第１段階も第２段階
も波長３００～４００ｎｍで、Ｓ偏光とＰ偏光が所定の
割合のＵＶ偏光を使用することが好ましい。
【００２３】一方、本発明において、基板上の配向膜を
イオンビーム配向法で形成する場合には、配向膜として
可溶性ポリイミド系又はポリアミック酸系材料からなる
配向膜を形成し、かつイオンビームの照射角を配向膜の
法線方向から４０°以内とすることを特徴とする。
【００２４】ここで、可溶性ポリイミド系又はポリアミ
ック酸系材料としては市販のものを使用することができ
る。例えば、可溶性ポリイミド系材料としては日本合成
ゴム社のＪＡＬＳ４４５、ＪＡＬＳ４００等を使用で
き、ポリアミック酸系材料としては日本合成ゴム社のＪ
ＡＬＳ１０３３、日産化学社のＳＥ７４９２等を使用す
ることができる。
【００２５】このように特定の配向膜材料からなる配向
膜を使用し、かつイオンビームの照射角を４０°以内、
好ましくは２０～３０°とすることにより、従来のイオ
ンビーム配向法で得られるプレチルト角に比して著しく
大きく、ラビング法で得られるプレチルト角と同程度以
上のプレチルト角、より具体的には４°以上さらには６
°以上のプレチルト角を達成することができる。
【００２６】本発明の方法は、任意の液晶表示装置の基
板に対して適用することができるが、特に、大画面に適
した低温ポリシリコンＴＦＴ基板や、ＯＣＳを有し、配
向膜形成面に１５０ｎｍ以上の段差を有する高温ポリシ
リコンＴＦＴ基板に好適である。
【００２７】これにより、画素分割しなくても左右方向
は十分に視野角が広くなり、ＷＶフィルムと同等の視野
特性を達成することができる。したがって、ＷＶフィル
ムが不要となり、製品コストを低下させることができ
る。
【００２８】また、本発明においては、液晶パネルの互
いに対向する基板の双方に、上述の光照射又はイオンビ
ーム照射による配向膜を形成してもよく、いずれか一方
に上述の光照射又はイオンビーム照射による配向膜を形
成し、他方は、ラビング法による配向膜も含めて任意の
配向膜を形成してもよい。好ましくは、互いに対向する
基板の双方共に光照射による配向膜を形成するか、双方
共にイオンビーム照射による配向膜を形成する。
【００２９】本発明においては、上述のように光配向法
あるいはイオンビーム配向法により配向膜に配向処理を
施す限り、公知の液晶表示装置と同様に製造することが
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できる。また、必要に応じて、視野角を拡大するために
光学補償フィルムを使用してもよく、画素内あるいは画
素間を分割したマルチドメインパネルとしてもよい。こ
れにより、例えば、上下１６０°以上、左右１６０°以
上の広視野角の液晶表示装置を実現することができる。
【００３０】
【実施例】以下、本発明を実施例に基づいて具体的に説
明する。
【００３１】実施例１
対角８．８ｃｍの３．５型２０万ドット低温ポリシリコ
ンＴＦＴ基板及びカラーフィルタを有するＣＦ基板を光
配向処理した。
【００３２】この場合、まず、図２（ａ）に示すよう
に、ＴＦＴ基板３、ＣＦ基板４をそれぞれ、３００×３
５０ｍｍのパネル基板５に１５個配設した。
【００３３】次に、ＴＦＴ基板３、ＣＦ基板４のそれぞ
れに、配向膜材料として光架橋型ポリイミド系材料であ
るＥＬＳＩＣＯＮ社製ＯｐｔｏＡｌｉｇｎ  Ｍ２００７
を塗布、ベーク（１８０℃、１ｈ）、膜厚４０ｎｍの配
向膜を形成した。
【００３４】ＵＶ光照射装置としては、ＥＬＳＩＣＯＮ
社製Ｅ２－ＵＶ－６００－ＳＳ－ＡＡ  Ｅｘｐｏｓｕｒ
ｅ  Ｕｎｉｔを用い、配向膜に対し、照射角θが法線方*
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*向から１５°で、図２（ａ）に矢印で示した配向方向と
なるようにＵＶ偏光を光照射した（光強度３００ｍＪ／
ｃｍ2）。さらに、パネル基板５を９０°回転させて同
様に照射角１５°で光照射した。
【００３５】こうして光照射したＴＦＴ基板３とＣＦ基
板４とを図２（ｂ）に示すように重ね合わせ、パネル基
板５を切断し、ＴＦＴ基板３とＣＦ基板４とをシール材
で貼り合わせ（セルギャップ３．５μｍ）、ＴＮ液晶
（チッソ社製ＭＪ９４６８６）を注入することにより液
晶パネルを作製した。
【００３６】比較例１
配向膜に対し、光配向処理に代えてラビング処理を施す
以外は実施例１と同様にして液晶パネルを作製した。こ
の場合、ラビング処理は、バフ材を用いて常法に従い、
実施例１と同様の配向方向に行った。
【００３７】実施例１及び比較例１の評価
実施例１及び比較例１の液晶パネルについて、プレチル
ト角、コントラスト、透過率（％）、視野角、ＶＴ特性
を測定した。結果を表１に示す。また、視野角特性図を
図３に示す。
【００３８】
【表１】

                                                                
                                                  ＶＴ特性(Ｖ)  
        フ゜レチルト角  コントラスト  透過率(％)  視野角    V90  
 V50   V10 
実施例１    15°   130.8    8.30      上下109° 0.81
  1.31  2.08
                                      左右160°
比較例１     4°   125.1    8.30      上下 76° 1.52  
1.85  2.34
                                      左右124°
                                                                

【００３９】これらの結果から、実施例１の液晶パネル
は、１５°というハイプレチルト角を達成していること
がわかる。この実施例１の液晶パネルにはリバースチル
トドメインが認められなかった。これに対し、比較例１
の液晶パネルには、リバースチルトドメインが認められ
た。
【００４０】また、実施例１の液晶パネルは、比較例１
の液晶パネルと同等以上のコントラスト、透過率を有
し、視野角特性が比較例１の液晶パネルに対して格段に
優れていることがわかる。
【００４１】さらに、実施例１の液晶パネルに光学補償
フィルム（例えば、日石三菱社のＮＨフィルム）を貼付
することにより、上下方向の視野角を改善できることが
わかった。また、実施例１の液晶パネルに準じて上下２
分割パネルを別途作製したところ、この場合も上下方向
の視野角が改善されていた。
【００４２】実施例２
実施例１と同様に対角８．８ｃｍの３．５型２０万ドッ
ト低温ポリシリコンＴＦＴ基板３及びＣＦ基板４をパネ

ル基板５に配設し、次いで配向膜を形成し、その配向膜
に図４（ａ）に示すようにイオンビーム配向処理を施し
た。
【００４３】この場合、配向膜材料としてポリアミック
酸系材料である日産化学社製ＳＥ７４９２を塗布し、ベ
ーキングすることにより膜厚４０ｎｍの配向膜を形成し
た。
【００４４】イオンビーム照射は、日新イオン機器社製
のイオンビーム照射機を使用し、図４（ａ）に矢印で示
した配向方向となるように、次の条件で行った。
【００４５】ビームサイズ：２００ｍｍ×６０ｍｍ
イオン種：Ｎ

2

イオンエネルギー：～１５００ｅＶ
搬送速度：２０ｍｍ／ｓｅｃ
入射角度：法線方向から４０度
【００４６】なお、実施例１では光照射を２回に分けて
照射する２段階照射としたのに対し、イオンビーム照射
は１段階照射とした。
【００４７】こうしてイオンビーム照射したＴＦＴ基板
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３とＣＦ基板４とを図４（ｂ）に示すように重ね合わ
せ、パネル基板５を切断し、ＴＦＴ基板３とＣＦ基板４
とをシール材で貼り合わせ（セルギャップ３．５μ
ｍ）、ＴＮ液晶（チッソ社製ＭＪ９４６８６（ＹＲ００
９）右螺旋）を注入することにより液晶パネル（実デバ
イス）を作製した。なお、ＴＦＴ基板３とＣＦ基板４
は、イオンビーム照射後に洗浄することなく貼り合わせ
た。
【００４８】また、ＴＦＴ基板３、ＣＦ基板４に代え
て、ＴＦＴの搭載されていない単純ＩＴＯガラス基板を
用いて同様に液晶パネル（テストセル）を作製した。
【００４９】比較例２
配向膜に対し、イオンビーム配向処理に代えてラビング
処理を施す以外は実施例２と同様にして液晶パネル（テ
ストセル及び実デバイス）を作製した。この場合、ラビ
ング処理は、バフ材を用いて常法に従い、実施例２と同*

8
*様の配向方向に行った。
【００５０】実施例２及び比較例２の評価
実施例２及び比較例２の液晶パネルについてテストセル
と実デバイスのプレチルト角を測定した。この場合、テ
ストセルはアンチパラレルセルで、ａｕｔｏｒｏｎｉｃ
－Ｍｅｌｃｈｅｓ  ＧｍｂＨ社製ＴＢＡ－１０５を用い
て測定し、実デバイスは同じくＴＢＡ－１０５を用いて
ＴＮモードで測定した。
【００５１】また、実施例２及び比較例２の液晶パネル
の実デバイスについて、分子配向膜の捩れ角、アンカー
リングエネルギー、電圧保持率を測定した。ここで、実
デバイスのアンカーリングエネルギーは名菱テクニカ社
製のＬＣＤアナライザＬＣＡ－ＬＵ３を用いて測定し
た。結果を表２に示す。
【００５２】
【表２】

                                                                
            フ゜レチルト角      分子配向膜  アンカーリンク゛      電圧
保持率
          テストセル 実テ゛ハ゛イス  の捩れ角    エネルキ゛ー         
          
実施例２   5.3°  6.5°     89.5°     22×10-4m/N 
   97％(75℃)
比較例２   3.4°  4.3°     90.4°    4.3×10-4m/N
    98％(75℃)
                                                                

【００５３】表２から、実施例２の液晶パネルは、比較
例２の液晶パネルよりもプレチルト角が大きいことがわ
かる。また、実施例２の液晶パネルはリバースチルトド
メインが認められなかったが、比較例２の液晶パネルに
は、リバースチルトドメインが認められた。
【００５４】アンカーリングエネルギーは、実施例２の
液晶パネルの方が比較例２の液晶パネルよりも大きく、
このことから、実施例２の液晶パネルは比較例２の液晶
パネルに比して配向規制力の大きいことがわかる。
【００５５】一般に、イオンビーム配向処理をＴＦＴ基
板に行うと、イオンビームによるＴＦＴの表面汚染が懸
念されるが、表２では、電圧保持率が実施例２と比較例
２とで同程度の値を示しているので、実施例２の液晶パ
ネルはＴＦＴの表面汚染の少ないことがわかる。
【００５６】実施例３
（１）  テストセル（ＩＴＯ付き基板、大きさ２９ｍｍ
×３５ｍｍ）に配向膜材料として表３に示す可溶性ポリ
イミド系又はポリアミック酸系の材料を塗布し、ベーキ
ングすることにより膜厚４５ｎｍの配向膜を形成した。
【００５７】イオンビーム照射は、日新イオン機器社製
のイオンビーム照射機を使用し、次の条件で行った。
【００５８】ビームサイズ：２００ｍｍ×６０ｍｍ
イオン種：Ｎ

2
、Ａｒ又はＮｅ（表３）

イオンエネルギー：～１５００ｅＶ
搬送速度：２０ｍｍ／ｓｅｃ
入射角度：法線方向から４０°～６０°（表３）
【００５９】こうして配向膜を形成したテストセルを、
セルギャップ２５μｍのアンチパラレルセルに組み立 *

*て、プレチルト角を測定した。結果を表３に示す。表３
から、プレチルト角は、照射角と配向膜材料に大きく依
存し、ハイプレチルト角を得るためには、照射角を４０
°以内にするのが必要であることがわかる。
【００６０】
【表３】

表注
＊１：日本合成ゴム社製  ＪＡＬＳ１０３３
＊２：日本合成ゴム社製  ＪＡＬＳ４４５
＊３：日本合成ゴム社製  ＪＡＬＳ４００
＊４：日産化学社製  ＳＥ７４９２
【００６１】（２）  表３のNo.７のテストセルに対応
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する実デバイスの液晶パネルを次のように作製した。
【００６２】即ち、３．３ｃｍ  １．３型  ７８．６万
ドットＸＧＡ対応高温ポリシリコンＴＦＴ基板及びＣＦ
基板をイオンビーム配向処理した。
【００６３】この場合、ＴＦＴ基板は８インチウエハを
パネル基板５とした。また、ＴＦＴ基板はＯＣＳを有
し、段差は、配向が必要な画素で約２００ｎｍ、そのテ
ーパー角は１１°であった。
【００６４】イオンビーム配向処理は、表３のNo.７と
同様の可溶性ポリイミドからなる配向膜材料を使用し、
図５（ａ）に示す配向方向で、ＴＦＴ基板３及びＣＦ基
板４のそれぞれにイオンビーム照射を行った。イオンビ
ーム照射条件は、上述の（１）と同様とした。
【００６５】イオンビーム照射したＴＦＴ基板３とＣＦ
基板４とを各々パネル基板５と切断し、図５（ｂ）に示
す方向に重ね合わせ、ＴＦＴ基板３とＣＦ基板４とをシ
ール材で貼り合わせ（セルギャップ３．４μｍ）、ＴＮ
液晶（メルク社製ＭＪ９９２２０）を注入することによ
り液晶パネル６を作製した。 *
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*【００６６】比較例３
配向膜に対し、イオンビーム配向処理に代えてラビング
処理を施す以外は実施例３（２）と同様にして液晶パネ
ルを作製した。この場合、ラビング処理は、バフ材とし
てレーヨンを用い、ＯＣＳが倒れず、ディスクリネーシ
ョンのない十分な配向を得られるように最適化した条件
で行った。
【００６７】実施例３及び比較例３の評価
（１）  実施例３（２）の液晶パネル（実デバイス）と
比較例３の液晶パネルのプレチルト角を、実施例２と同
様にして測定した。また、コントラスト、透過率、ドメ
イン残留率を測定した。ここでドメイン残留率は、白表
示（シグナル電圧０．５Ｖ）から黒表示（シグナル電圧
４．５Ｖ）へ変化させた時の変化後０秒と６０秒との透
過率の差である。この値が１％以下であれば残像レベル
が良好である。結果を表４に示す。
【００６８】
【表４】

                                                        
                  フ゜レチルト角  コントラスト  透過率  ト゛メイン残留
率
実施例３(No.7)       5.6°  
実施例３(実テ゛ハ゛イス)   8.1°   313     19.2％   -0.
28
比較例３             7.8°   308     17.6％   -0.24
                                                        

【００６９】表４から、イオンビーム配向処理を行った
実施例３の液晶パネル（実デバイス）は、ラビング処理
を行った比較例３の液晶パネルと同等以上の光学特性を
有することがわかる。さらに、実施例３の液晶パネル
は、プレチルト角が８°以上と十分に高いので、ドメイ
ン残留率が低く、鮮明な画像を得ることができた。
【００７０】（２）  実施例３、比較例３の液晶パネル
をそれぞれ３枚用いて３枚式のプロジェクター表示を行
ったところ、実施例３の液晶パネルを用いたプロジェク
ター表示は、比較例３の液晶パネルを用いたプロジェク
ター表示に比して、コントラストと透過率が同等以上で
あった。
【００７１】（３）  プロジェクター画面に画面を出
し、シミ、キズ、ムラ、欠陥等を検査する不良モードの
検査を行った。その結果、比較例３の液晶パネルには、
ラビング処理に起因する以下の不良があった。
【００７２】ラビングキズ：５．６％
配向膜の剥がれあるいはＯＣＳ倒れによる微小輝点：
８．３％
ラビングスジ：３．１％
【００７３】これに対し、実施例３の液晶パネルには、
このような不良はなく、高歩留まりであった。
【００７４】実施例４
３．３ｃｍ  １．３型  ７８．６万ドットＸＧＡ対応高
温ポリシリコンＴＦＴ基板及びＣＦ基板を用いる以外は

実施例１と同様にして光配向処理を行った配向膜を有す
る液晶パネルを作製した。
【００７５】比較例４
３．３ｃｍ  １．３型  ７８．６万ドットＸＧＡ対応高
温ポリシリコンＴＦＴ基板及びＣＦ基板を用いる以外は
比較例１と同様にして光配向処理を行った配向膜を有す
る液晶パネルを作製した。
【００７６】実施例４及び比較例４の評価
実施例４及び比較例４の液晶パネルについて、プレチル
ト角、コントラスト、透過率を測定し、前述と同様に画
面を出し、不良モードの検査を行った。
【００７７】その結果、実施例４の液晶パネルがプレチ
ルト角１２°、コントラスト３１６、透過率１９．０
％、比較例４の液晶パネルがプレチルト角８．３°、コ
ントラスト３１３、透過率１８．２％であり、双方は同
様の値を示した。
【００７８】不良モードの検査では、比較例４の液晶パ
ネルはラビングキズ４．９％、ラビングスジ６．３％で
あったが、実施例４の液晶パネルにはラビング処理に起
因する不良モードは発見されず、高歩留まりであった。
【００７９】
【発明の効果】本発明によれば、光配向法又はイオンビ
ーム配向法によって４°以上のハイプレチルト角を実現
し、ラビング法と同等以上の光学特性を有する液晶表示
装置を得ることが可能となる。したがって、従来のＴＮ
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液晶表示装置の製造ラインにおいて、配向膜の配向処理
工程をラビング法から光配向法又はイオンビーム配向法
に変更するのみで、低コストに広視野角の液晶表示装置
を製造することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【図１】  光配向法における光の照射角の説明図であ
る。
【図２】  基板の配向処理方向の説明図である。 *
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*【図３】  液晶パネルの視野角特性図である。
【図４】  基板の配向処理方向の説明図である。
【図５】  基板の配向処理方向の説明図である。
【符号の説明】
１…基板、  ２…配向膜、  ３…ＴＦＴ基板、  ４…Ｃ
Ｆ基板、  ５…パネル基板、  ６…液晶パネル、  Ｌ…
光

【図１】 【図２】 【図４】

【図５】
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